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我が国の観光政策の概要と我が国の観光政策の概要と
エコツーリズムについてエコツーリズムについて

平成２０年１月２９日

国土交通省総合政策局

観光資源課長 水嶋 智

１．観光立国の推進

２．各省庁の連携と観光庁の設置

３．エコツーリズムへの支援
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１．観光立国の推進

３．交流人口の拡大による地域の活性化３．交流人口の拡大による地域の活性化

地方においては地域振興策の新たなアプローチが必要。観光による交流人口の拡大は地域経済の起爆剤であり、地域にとっての

再チャレンジ

集客力のある個性豊かな地域づくりは、各地域の自主・自律の精神も促す

～～ 観光交流人口の拡大による日本の再生観光交流人口の拡大による日本の再生 ～～
－－ 人が行き交う、開かれた美しい国づくり人が行き交う、開かれた美しい国づくり －－

１．国際観光の推進はわが国のソフトパワーを強化するもの１．国際観光の推進はわが国のソフトパワーを強化するもの

諸外国との健全な関係の構築は国家的課題

国際観光を通じた草の根交流は、国家間の外交を補完・強化し、安全保障にも大きく貢献

中国、韓国からの訪日観光客数は大きく拡大

・ 年間の訪日観光客数は中国94万人、韓国260万人（平成19年、両国で全体の42.4％）

・ 中国 16.2％増、韓国 22.8％増（平成19年の対前年比）

少子高齢化で成熟した社会には、観光振興＝交流人口の拡大、需要の創出による経済の活性化が有効

国内旅行消費額は24.4兆円。生産波及効果は55.3兆円で、これによる雇用効果は469万人（総就業者数の7.4%）

（※ともに平成17年度）

訪日外国人も今や無視できない消費活動の主体（平成17年度の訪日外国人旅行消費額→1.65兆円）

２．観光は少子高齢化時代の経済活性化の切り札２．観光は少子高齢化時代の経済活性化の切り札

４．観光立国により国民の生活の質を向上４．観光立国により国民の生活の質を向上

退職期を迎える団魂の世代は、新たな生きがいを模索。観光交流の拡大は、精神活動を含めて生活の質の充実に貢献

観光立国の推進は、我が国の歴史的・文化的価値を再認識するプロセスであり、日本の魅力の再活性化にもつながるもの

観光立国の意義
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観光立国の実現を進める上での
①豊かな国民生活を実現するための「住んでよし、

訪れてよしの国づくり」の認識の重要性
②国民の観光旅行の促進の重要性
③国際的視点に立つことの重要性
④関係者相互の連携の確保の必要性

を規定

少子高齢社会の到来や本格的な国際交流の進展を視
野に、観光立国の実現を「２１世紀の我が国経済社会
の発展のために不可欠な重要課題」と位置付け。

前 文

観光立国の実現に関する施策を総合的かつ計画的に
推進し、もって国民経済の発展、国民生活の安定向上
及び国際相互理解の増進に寄与すること

目 的

観光基本法（昭和38年）を全面改正。平成18年12月13日成立、平成19年1月1日施行。観光基本法（昭和38年）を全面改正。平成18年12月13日成立、平成19年1月1日施行。

観光立国の実現を国家戦略として位置づけ、その実現
の推進を内容とするものであることにかんがみ、題名を
「観光基本法」から「観光立国推進基本法」に改正。

題 名

基 本 理 念 ①観光立国の実現に関する施策についての基本的
な方針
②観光立国の実現に関する目標
③観光立国の実現に関し、政府が総合的かつ計画
的に講ずべき施策
④その他、必要な事項
を盛り込んだ、閣議決定による観光立国推進基本
計画を策定。
（国土交通大臣がとりまとめを担当）

「観光立国推進基本計画」の作成

①国の責務
観光立国の実現に関する施策を総合的に策定、

実施する。
②地方公共団体の責務

地域の特性を活かした施策を策定し実施。
また、広域的な連携協力を図る。

③住民の責務
観光立国の重要性を理解し、魅力ある観光地の

形成への積極的な役割を担う
④観光事業者の責務

観光立国の実現に主体的な取り組むよう努める。

関係者の責務等
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観光立国推進基本法の概要

訪日外国人旅行者数を１１，０００万人，０００万人にし、将来的には、日本人の海外旅行者数と同程度にする。

１，０００万人１，０００万人
（平成２２年）

７３３万人７３３万人
（平成１８年）

日本人の海外旅行者数を２２，０００万人，０００万人にする。

国内における観光旅行消費額を３３０兆円０兆円にする。

日本人の国内観光旅行による１人当たりの宿泊数を年間年間 ４４ 泊泊にする。

我が国における国際会議の開催件数を ５５ 割割以上増やす。

１，７５３万人１，７５３万人
（平成１８年）

２，０００万人２，０００万人
（平成２２年）

３０兆円３０兆円
（平成２２年度）

２４．４兆円２４．４兆円
（平成１７年度）

２５２件２５２件
（平成２３年）

１６８件１６８件
（平成１７年）

４泊４泊
（平成２２年度）

２．７７泊２．７７泊
（平成１８年度）

○○ 観光立国推進基本計画における基本的な目標観光立国推進基本計画における基本的な目標
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・収益事業との一体的な展開などによる持続可能な観光まち
づくりの推進主体の立ち上げの支援。

・テーマ型広域観光モデルルートの開発や広域連携による広
報活動等の促進。

・地域の取組を企画・演出し合意形成を図る人材の発掘と活
用の推進。

・景観行政団体による景観計画の策定等の促進、道路の無
電柱化の推進。

・着地型旅行商品の創出・流通のため の取組の支援。

・「泊食分離」等の新たなビジネスモデ ルの構築促進。

・新たな旅行者ニーズに対応した設備投資の資金の確保等。

・観光関係高等教育機関における教育の充実の奨励。

・新たなマーケット戦略の策定（リピーター対策や個人旅行
者対策の強化等）。

・新たに開始される外国人向けの映像国際放送の活用。

・全空港での最長審査待ち時間を20分以下とすべく出入
国手続の迅速化・円滑化。

・ミッションの派遣による戦略的なディスティネーションの
開発、地方空港発の国際チャーター便の活性化。

・好事例の紹介等による有給休暇の取得の促進。

・「秋休み」の普及など学校休業の多様化と柔軟化の促進。

・共通ＩＣカードシステムの広域的な導入等の促進。

１．国際競争力の高い魅力ある観光地の形成

２．観光産業の国際競争力の強化・観光の振興に
寄与する人材の育成

４．観光旅行の促進のための環境の整備

３．国際観光の振興

○○ 施策の概要施策の概要
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訪日外国人旅行者数の推移
（単位：万人）

521

2003年度から
ビジット・ジャパン・

キャンペーン
開始

注) 2007年11月以降の値は推計値

初めて
600万人を

達成

初の700万人台

を達成

614

１月 ＋0.7％

673

733

過去最高の８３５万人
を記録

2月 ＋22.8％

１～12月計
835.0万人
前年比

13.9％増

３月 ＋18.2％

4月 ＋6.2％

5月 ＋13.3％

6月 ＋13.3％

7月 ＋15.1％

8月 ＋15.6％

9月 ＋20.1％

10月 ＋12.4％

11月 ＋15.7％

12月 ＋15.5％
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総計
835万人

黒枠 重点市場(2003年度～)
青枠 重点市場(2004年度～)
赤枠 重点市場(2005年度～)

2007年重点市場分（推計値）
計 737万人(88.3%)

（2007年推計値）

韓国
260万人
（31.2%）

台湾
139万人
（16.6%）

中国
94万人
（11.3%）

米国
82万人
（9.8%）

香港
43万人
（5.2%）

タイ
17万人
（2.0%）

シンガポール
15万人
（1.8%）

カナダ
17万人
（2.0%）

イギリス
22万人
（2.7%）

フランス
14万人
（1.6%）

ドイツ
13万人
（1.5%）

オーストラリア
22万人
（2.7%）

国・地域別訪日外国人旅行者の割合

その他
98万人
（11.7%）
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２．各省庁の連携と観光庁の設置
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観光立国関係閣僚会議

観光立国推進戦略会議

国土交通省 観光立国推進本部

内閣総理大臣が主宰し、全閣僚で構成、観光立国行動計画を策定（Ｈ１５．７）

その他

観光部門・総合政策局

国土交通省総合観光政策審議官が主宰、関係省庁の局長等で構成

国土交通大臣が本部長、関係局長等が本部員

・ 閣僚会議の下に開催
観光に関する有識者で構成、
提言とりまとめ（Ｈ１６．１１）

・ 「地域が輝く「美しい国、日本」
の観光立国戦略」についてとり
まとめ（Ｈ１９．６．１）

その他

都市・地域整備局
（良好な景観の形成、都市計画・まちづくり、
離島観光振興 等）

道路局
（観光地における道路空間、沿道環境及びア
クセス道路の整備 等）

河川局 （河川を利用した観光の振興 等）

鉄道局 （空港アクセス鉄道の整備推進 等）

自動車交通局
（バス輸送網の整備、タクシーサービスの改
善 等）

海事局 （旅客船輸送網の整備 等）

港湾局 （みなと整備、クルーズ 等）

航空局 （国際空港、航空網の整備 等）

法務省

外務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

環境省

観光立国懇談会

内閣総理大臣が開催し、観光に関する有
識者で構成
観光立国の基本的なあり方を検討、報告
書とりまとめ（Ｈ１５．４）

政府における観光立国の推進体制

観光対策関係省庁連絡会議

観光立国担当大臣

観光立国推進基本法に基づき
基本計画の取りまとめ
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基本的な目標基本的な目標
●● 訪日外国人旅行者数を平成22年までに1,000万人にし、将来的には、日本人の海外旅行者数と同程度にする。
●●日本人の海外旅行者数を平成22年までに2,000万人にする。
●●国内における観光旅行消費額を平成22年度までに30兆円にする。
●●日本人の国内観光旅行による1人当たりの宿泊数を平成22年度までに年間4泊にする。
●●我が国における国際会議の開催件数を平成23年までに5割以上増やす。

平成２０年度観光関連予算案について
観光立国推進基本計画の策定（平成観光立国推進基本計画の策定（平成1919年年66月）月）

国際競争力の高い魅力ある観光地の形成国際競争力の高い魅力ある観光地の形成

●国際競争力の高い魅力ある観光地の形成 【国土交通省】
●広域・総合観光集客サービス支援事業 【経済産業省】
●文化財の総合的な把握 【文化庁】
●世界文化遺産の活用 【文化庁】
●温泉の保護及び安全で適正な利用の確保 【環境省】
●地域の魅力溢れる伝統文化の継承・発展 【文化庁】
●離島観光振興を核とした交流人口の拡大による離島航路の活性化
【国土交通省】

●地域公共交通活性化・再生総合事業 【国土交通省】
●都市鉄道の利便増進 【国土交通省】 等

●観光産業の国際競争力強化、観光の振興に寄与する人材の育成
【国土交通省】

●文化ボランティア活動推進事業 【文化庁】 等

●ビジット・ジャパン・アップグレード・プロジェクト等による国際観
あ光の振興 【国土交通省】
●観光誘致関連広報 【外務省】
●映像国際放送の実施 【総務省】
●スポーツを通じた国際交流の推進・支援 【文部科学省】
●観光立国実現のための出入国審査の充実 【法務省】
●高校生交流の推進等 【文部科学省】 等

●休暇の取得の促進 【厚生労働省】
●地産池消の推進 【農林水産省】
●エコツーリズムの推進 【環境省】
●広範な関係者の参加による魅力的な国立公園づくり推進事業
【環境省】 等

観光立国推進基本法の制定観光立国推進基本法の制定
（平成１８年１２月）（平成１８年１２月）

合計：１，３４３億円（１，３１２億円）

観光産業の国際競争力の強化及び観光産業の国際競争力の強化及び
観光の振興に寄与する人材の育成観光の振興に寄与する人材の育成

国際観光の振興国際観光の振興

観光旅行の促進のための環境の整備観光旅行の促進のための環境の整備

平成２０年度における主要施策平成２０年度における主要施策

観光関連予算案額の合計観光関連予算案額の合計 ：： ２，１３３億円（２，０９１億円）２，１３３億円（２，０９１億円）

合計：１．６億円（１．４億円）

合計：５３０億円（５２４億円）

合計：２３９億円（２３３億円）

※予算額については、平成２０年度予算案額（平成１９年度予算額）
※観光関連部分を特定できない予算は総額には含めていない
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昨年６月に閣議決定された「観光立国推進基本計画」を着実に実施し、観光立国の推進を強力に進め
ていくため、国際観光推進や観光地域振興などの中核的な業務を担いつつ、各省庁の施策の一層の連
携を促すための組織を整備することとし、「観光庁」を国土交通省に設置する。

※あわせて「国土交通省設置法の一部を改正する法律案（仮称）」を提出する予定。
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観光庁の新設について

観光立国の実現は、２１世紀の我が国経済社会の発展のために不可欠な国家的課題
○観光立国推進基本法の成立（平成１８年１２月） ○観光立国推進基本計画の閣議決定（平成１９年６月）

諸外国に対して

ビジット・ジャパン・キャンペー
ンの推進など我が国の魅力を強力
に発信するとともに、外国政府と
の交渉を効果的かつ強力に推進す
る。

地域・国民に対して

政府内の相談窓口を一元化・明示すると
ともに、地方公共団体・民間の観光地づく
りの取組を強力に支援する。

国全体として、官民を挙げて観光立国の実現に取り組む体制が必要
○観光立国推進基本計画において、国は、必要な施策を総合的に策定・実施し、地方公共団体・民間の取り組みを支援するとともに、「日本
ブランド」として我が国の魅力を発信する役割を担うこととされている。

関係省庁に対して

観光立国に関する数値目標の実現に向
け、国土交通省がリーダーシップを発揮
して、関係省庁への調整・働きかけを強
力に行う。

国際相互理解の増進 地域経済の活性化

観光立国を総合的かつ計画的に推進するため、国土交通省の外局として観光庁を設置

○今通常国会に関連法案を提出し、平成２０年１０月の設置を目指す

１０３名

次 長

審 議 官

観光地域振興部

国際観光政策課

国際交流推進課

総 務 課

観光産業課

参事官（２）

観光地域振興課

観光資源課

＜Ｈ２０年度＞

観光庁長官

観光地域振興課

観光資源課

観光政策課

観光経済課

国際観光課

観光事業課

＜現行＞

総合観光政策審議官

審議官

７９名
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観光庁の新設について

地方運輸局等の現場に近い充実した地方組織を活用した観光振興のための施策を的確に推進。
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観光立国の実現に向けて、観光圏を整備することにより、観光旅客の来訪及び滞在の促
進を図るとともに地域の活性化を総合的かつ一体的に推進するため、主務大臣による基
本方針の策定、地域の関係者の協議を踏まえた市町村又は都道府県による観光圏整備
計画の作成、観光圏整備事業の実施に必要な関係法律の特例等について定める。

施策の背景施策の背景

観光立国推進基本法の制定
（平成１８年１２月）

「国際競争力の高い魅力ある観光地の形成」による地域の活性化

○国内旅行消費額の約９割が日本人
日本人を含めた内外からの観光旅客の来訪・滞在を
促進することによる地域経済の活性化

○単独の観光地での取組には限界 地域間の連携を促進（観光圏※の形成）

○観光振興の関係者は多種多様
官民の連携

観光業と他業種との連携
による一体的な取組（法定協議会）

※複数の観光地の連携により観光旅客の来訪・滞在を促進する地域

ポイント

○滞在の魅力を高めた取組が必要 滞在促進に重点的に取り組む地区（滞在促進地区）の整備を
含む総合的な取組により、２泊３日以上の滞在型観光を目指す。

-14-

観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律案（仮称）

＜予算関係法律案＞

概要概要

地域の活性化を通じた観光立国の実現

宿泊 観光資源 交通・移動

観光圏整備計画

市町村 観光事業者 農林水産業者

協議会

等都道府県

「観光圏整備事業」：地域の創意工夫による観光圏の魅力を高めるための事業を具体的に列挙

案内・情報提供等

・社会資本整備事業及び公共交通支
援における配慮

【ソフト・ハードの連携】

国による総合的支援

観光圏整備実施計画

事業者が共同して作成し、国土交通大臣に共同で認定申請

大臣認定

・予算補助制度の創設
・税制優遇措置
・財政投融資 等

・宿泊施設が実施する旅行業者代理業に係る
旅行業法の特例

・運送事業関係の手続緩和の特例 等

【予算等】【大臣認定による特例措置】

連携

商工業者 ＮＰＯ

農山漁村活性化法の
特例

観光圏整備計画に、地域間交流の拠
点となる施設の整備に関する事業等
を記載した場合、交付金の交付が可
能

「滞在促進地区」：観光旅客の滞在の促進に資する事業を重点的に実施すべき区域を記載

観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律案（仮称）

＜予算関係法律案＞

基本方針

主務大臣は、観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する基本方針を策定

-15-
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観光圏整備のための支援措置について観光圏整備のための支援措置について

・観光圏整備法に基づき大臣認定を受けた観光圏整備実施計画による事
業を財政的に支援するため、新たな予算制度を創設。

・国費による補助率：４０％
・平成２０年度予算内示額：約２億７９百万円（調査費含む）

観光圏整備事業費補助金観光圏整備事業費補助金

・観光圏整備法に基づき市町村又は都道府県により組織される協議会の
構成員たる公益法人が取得する文化財について、不動産取得税の課税
標準を１／２控除する特例を創設。

・減税見込み額：約８００万円（平年度）

・観光圏整備法に基づき大臣認定を受けた観光圏整備実施計画による宿
泊業者の設備投資に関し、中小企業金融公庫による特利③（貸付後５年
間）で融資。
＜基準金利年利３．１％に対し、特利③は年利２．１％（貸付期間２０年の
場合）、金利は平成１９年１２月１２日現在。＞

財政投融資財政投融資

地方税（不動産取得税）特例地方税（不動産取得税）特例

-16-

・観光圏整備計画に、「地域間交流の拠点となる施設の整備等」に関する
事項が記載された場合において、当該観光圏整備計画を主務大臣（国土
交通大臣・農林水産大臣）に送付したときは、農山漁村の活性化のため
の定住等及び地域間交流の促進に関する法律（農山漁村活性化法）の
規定による活性化計画の提出があったものとみなして、交付金の交付が
可能となる。

・交付率：１／２以内を基本とする。
・平成２０年度予算内示額：３０５億４６百万円の内数

観光圏整備のための支援措置について観光圏整備のための支援措置について

-17-
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「観光圏」形成の必要性

観光圏の目指す方向
―点から線、線から面へ―

（１） 地理的広がり

○宿から街へ

○街から周辺地域へ

（２） 時間的広がり

○日帰りから宿泊へ

○１泊から連泊へ

○特定時期の集客から通年化

（３） 人的広がり

○客からファンへ（リピーター）

○週末住民、二地域居住

旅行者のニーズをふまえた
具体的な実践活動が必要

＜圏域単位でのサービス品質向上とブランド化＞

○ 宿泊
・泊食分離、地産地消の販路拡大等宿から街への

観光客の送り出し

・共通入湯券導入等宿泊エリアのもてなしの向上

○ 観光資源
・体験・学習・交流・食のメニュー（特に早朝・夕刻）

の充実

・本物・ゆかり・差別化・こだわりによるブランド化

○ 交通・移動
・移動をコスト（負担）からベネフィット（楽しみ）へ転

換する工夫

・アクセスの改善による集客力強化と域内の移動

の容易化

○ 案内・情報提供・マーケティング
・観光旅客のニーズ・目的に対応した提案型の観

光案内の強化
・顧客満足度の向上と予約・販売の共通化、会員
制などマーケティング能力の向上

そのためには、

３つの連携を強化し、

①観光業と他業種

②地域産業と自治体

③地域と地域

-18-

Ｂ市

Ｃ町

Ｄ町

Ａ市

滞在促進地区
（仮称）

観光圏整備のイメージ

観光圏整備による観光旅客の滞在の長期化

地域が連携して行う取組への
国の主な支援メニュー

○予算（観光圏整備事業費補助）、財投
宿泊、観光資源、交通移動、案内・情報提供などのレベル
アップを図る地域の取組を支援

⇒２泊３日以上快適に充実して過ごせる観光圏づくりに向け
た地域の取組を活発化し、観光旅客の満足度を向上

○ハード面での連携
社会資本整備における、景観整備、案内標識整備等の事
業による観光圏整備事業との連携・配慮

⇒ハード面を含めた観光圏全体の総合的な魅力向上

○農山漁村活性化法の特例
観光圏内の農山漁村における交流施設整備や体験交流メ
ニューの充実について、農山漁村活性化プロジェクト支援
交付金の交付が可能

⇒農山漁村の体験・交流メニュー等楽しく過ごせる滞在メ
ニューの充実

○旅行業法の特例
ホテル・旅館による旅行業者代理業の特例

⇒宿による宿泊客への着地型旅行商品の提案・（代理）販売
を可能とし、宿泊客の滞在を拡大

観光旅客のニーズをふまえた
取組への支援

国際競争力の高い魅力ある観光地の形成
↓

内外観光客による２泊３日以上の
より長期の滞在を拡大

↓
地域経済の活性化

効果農業・漁業体験交流
メニューの充実

・体験交流施設の整備

・農業体験プログラムの開発

体験・交流・食メニュー
の充実

・早朝・夕刻のイベント開催

・地域限定の食のメニューの
開発

観光案内・情報提供の
充実

・提案型観光案内の導入

・案内標識の充実

観光資源の
活用促進

・魅力ある観光資源を生
かした観光商品の開発

周遊

周遊周遊移動の快適化

・周遊割引券の導入

・沿道の植樹

宿泊の魅力向上

・泊食分離の導入

・共通入湯券の導入

・宿による宿泊客への
着地型旅行商品の
提案・代理販売

そぞろ歩きできる環境づくり

・快適なまち歩きのためのルート
整備と案内充実
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３．エコツーリズムへの支援
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観光立国推進基本計画（抜粋）
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ニューツーリズムの促進について

● 「エコツーリズム」、「産業観光」等の新しい形態の旅行市場を活性化するため、「ニューツーリズム創出・流通促進事業」
を進めている（平成１９年度予算８，０００万円、平成２０年度予算（案）５，６００万円）。

● 本事業においては、「ヘルスツーリズム」をはじめとする各種の旅行形態ごとに、旅行商品化を進めるための留意点等
をまとめたマニュアルやガイドラインの策定を目指すとともに、各地域のニューツーリズムに係る取組みを支援するため、
各運輸局ごとに旅行会社や有識者等によるコンサルティングを行うとともにモニターツアーの実施の支援等を行う。

● また、これらの地域密着型のニューツーリズム旅行商品の流通を促進するため、データベースを構築し、大都市部の旅
行会社によるパッケージツアーの造成や旅行者への情報提供を進めるとともに、ジンポジウムの開催等の普及活動を
行う。

旅旅 行行 者者

旅行会社旅行会社

ニューリズム旅行商品を幅広く収集・集約 →ニューツーリズム商品市場の形成

各地域の地域密着型ニューツーリズムへの取組各地域の地域密着型ニューツーリズムへの取組

エコ・
ツーリズム

ヘルス・
ツーリズム

グリーン・
ツーリズム

産業観光 文化観光

1st STEP
旅行会社によるフル・パッケージツアーに組込・提供

2nd STEP
旅行者に直接情報を公開・提供

各運輸局に設置された各運輸局に設置された
観光まちづくりアドバイザリー観光まちづくりアドバイザリー
会議によるコンサルティング会議によるコンサルティング

「ニューツーリズム」旅行商品「ニューツーリズム」旅行商品

モニターツアーモニターツアー
実施等の支援実施等の支援

日本型
ロングステイ

「地域密着型ニューツーリズム」旅行商品データベース「地域密着型ニューツーリズム」旅行商品データベース
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「ニューツーリズム創出・流通促進事業」（データベース）
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